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持続可能な日本のレガシー 



持続可能な日本のレガシー 

漁業・養殖業による生物多様性への影響 



世界1人当たりの水産消費は過去半世紀で２倍へ 

人口増もあり、世界全体の水産消費量は5倍へ 

FAO Fisheries and Aquaculture Department (2018) The State of World Fisheries and Aquaculture 2018 

世界の魚の利用と消費の推移 

1人当たりの水産消費量 

水産消費量(Kg/人) 食用利用量(百万t) 

世界人口 (億人) 非食用利用量(百万t) 



0 

20 

40 

60 

80 

100 

1980 1990 2000 2010 1975 1985 1995 2005 2015 

乱獲状態：33％ 

限界まで漁獲されている状態：60％ 

さらに漁獲の余地がある状態：7％ 

FAO Fisheries and Aquaculture Department (2018) The State of World Fisheries and Aquaculture 2018 

世界の海洋漁業資源の状況の推移 
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さらに漁獲を増やせる余地があるのは「7％」 

過剰な漁獲により漁業資源が枯渇に向かう 
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日本周辺の資源水準の状況及び資源水準の推移（50魚種84系群） 
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日本の水産資源状況は過去30年間回復せず 

49％ 

実効性のある科学的管理手法導入が必要 
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養殖業 

47% 

53% 

億トン 

世界の総生産量 

急拡大する需要への対応を養殖増産で補う 

既に養殖業生産量が天然漁業生産量を上回る 



Anderson et al. (2011) Seabird bycatch in longline fisheries 
R. Zˇydelis et al. (2013) The incidental catch of seabirds in gillnet fisheries: A global 
review 

IWC website: https://iwc.int/entanglement 

NOAA (2007) Environmental Assessment Sea Turtle Bycatch Reduction 
 Research Activities at the Pacific Islands Fisheries Science Center 

30万8千頭 

43万頭 

72万羽以上 

© Michel Gunther / WWF 

対象となる漁業資源を保全するだけでは不十分 

漁業混獲により犠牲となる数 (年間) 

https://iwc.int/entanglement
https://iwc.int/entanglement


サーモン：1kg 

マグロ：1kg 

餌魚：1.5kg 

稚魚や餌魚、周辺環境、地域社会への配慮が必要 

＊水産庁 平成25年度 水産白書  

＊Ottolenghi, F. 2008. Capture-based aquaculture of bluefin tuna.  

「養殖であれば持続可能」という誤解 

餌魚：15kg 



サプライチェーン上の強制労働は社会問題化 

        

リスク管理の範囲は自社からサプライチェーン全体へ 



持続可能な日本のレガシー 

持続可能(サステナブル)な水産調達の必要性 



調達が生産・消費等を通じ海洋生態系に影響を与える 

調達の持続可能性改善を起点に海洋生態系保全の推進が可能 

持続可能な
水産調達 

＜消費者＞ 
・持続可能な水産物
の選択が可能に 
 
・購入や食を通じて
サステナブルな消費
意識が醸成 

＜サプライチェーン＞ 
持続可能な水産物取扱
増加 
 
＜漁業・養殖業＞ 

需要拡大により、持続
可能な漁業・養殖業が
推進 

＜海の生物多様性＞ 
私たちが暮らしていくのに必要な 

生態系サービスの提供 



持続可能(サステナブル)なシーフードとは 

「生態系への影響」を含めた総合的な持続可能性担保が必要 

・評価の実施 
・科学的参照値 
・個体の大きさ 
・死亡率 
・科学的な助言 
・資源管理状況 
     等 

水産資源の状態 生態系への影響 

・絶滅危惧種 
・魚の廃棄 
・混獲 
・食物連鎖 
・生物多様性 
     等 

管理体制 

・IUU対策 
・管理システム   
・効果的運用 
・エコシステム 
  マネジメント
（EBM) 
     等 



376漁業 
が認証取得 

世界の 

漁獲量の

15% 
に相当 

64% 55% 

38% 

1997年～ 

資源 
の持続可能性 

有効な 

管理 
システム 

生態系 
の保全 

海洋管理協議会（Marine Stewardship Council） 

1200万t
の漁獲量 

資源保全とあわせ生態系保全と有効な管理システム構築を担保 

持続可能性を担保する認証制度(天然漁業)：MSC 

2017年 



2010年～ 

水産養殖管理協議会（Aquaculture Stewardship Council） 

  7.地域社会 
  6.労働と人権 
 
 
 
 
 
 

 5.病気の管理 
 4.資源利用 
 3.天然個体群への影響 
 2.環境と生態系 
 1.法令順守 

10% 24% 

1036の 

養殖場 
が認証取得 

174万t
の生産量 

2019年7月現在 

持続可能性を担保する認証制度(養殖業):ASC 

生態系保全や労働と人権への対応、地域社会との共生も担保 



持続可能な日本のレガシー 

東京2020オリンピック・パラリンピック 
水産調達コードの問題点 



2．サプライヤーは、水産物について、持続可能性の観点から以下の  
①～④を満たすものの調達を行わなければならない。 
 

①漁獲又は生産が、FAO（国際連合食糧農業機関）の「責任ある漁業のた
めの行動規範」や漁業関係法令等に照らして、適切に行われていること。 
 
②天然水産物にあっては、科学的な情報を踏まえ、計画的に水産資源の管
理が行われ、生態系の保全に配慮されている漁業によって漁獲されている
こと。 
 
③養殖水産物にあっては、科学的な情報を踏まえ、計画的な漁場環境の維
持・改善により生態系の保全に配慮するとともに、食材の安全を確保する
ための適切な措置が講じられている養殖業によって生産されていること。 
 
④作業者の労働安全を確保するため、漁獲又は生産に当たり、関係法令等
に照らして適切な措置が講じられていること。 
 

水産調達コードにおける環境配慮の「原則」 

水産資源だけでなく生態系にも配慮するとしている 



3．MEL、MSC、AEL、ASC による認証を受けた水
産物については、上記 2 の①～④を満 たすものと
して認める。 
 このほか、GSSI（Global Sustainable Seafood 
Initiative） による承認も参考にして、FAO のガイ
ドラインに準拠したものとして組織委員会が 認める
水産エコラベル 認証スキームにより認証を受けた
水産物も、上記 2 の①～④ を満たすものとして同
様に扱うことができるものとする。 
 
https://tokyo2020.org/jp/games/sustainability/sus-code/wcode-timber/data/sus-
procurement-marineproducts-code2.pdf 

水産調達コードにおける持続可能性の「担保方法(1)」 

認証を受けた水産物は持続可能性の基準を満たすとしている 
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4．上記 3 に示す認証を受けた水産物以外を必要とする場合は、以下のい
ずれかに該当するものでなければならない。 
 
（1）資源管理に関する計画であって、行政機関による確認を受けたもの
に基づいて行われている漁業により漁獲され、かつ、作業者の労働者安全
措置について別紙に従って確認されていること。 
 
（2）漁場環境の維持・改善に関する計画であって、行政機関による確認
を受けたものにより管理されている養殖漁場において生産され、かつ、作
業者の労働者安全措置について別紙に従って確認されていること。 
 
（3）上記 3 に示す認証取得を目指し、透明性・客観性をもって進捗確認
が可能な改善計画に基づく漁業・養殖業により漁獲または生産される場合
を含め、上記 2 の①～④を満たすことが別紙に従って確認されているこ
と。 

水産調達コードにおける持続可能性の「担保方法(2)」 

管理・改善計画があり行政機関による確認を受けたものがOK 



日本の資源管理計画（天然漁業）の指針 

 例えば「1日当たりの操業時間上限設定のみ」でOK 
 日本の漁獲量の9割をカバー 

 出所: 水産庁 



 根拠とする適正養殖可能数量の科学的根拠が不明 
 事前・事後に持続可能性を検証するシステムがない 
 日本の養殖生産量の9割をカバー 

日本の漁場改善計画（養殖業）の指針 

 出所: 水産庁 



漁業資源管理計画による日本の水産資源の状況 

*TAC(漁獲可能量)：国際的な科学的漁業資源管理方法 

 出所: 水産庁 

適切な資源管理により漁業生産量の減少を緩和できる 

(1984) (2016) 



漁業者または漁業者の所属する漁業協同組合等が、説明責任の観点から合理的な
方法に基づいて以下の確認を実施し、その結果について書面に記録する。 
 

①：漁業・養殖業 
・FAO の「責任ある漁業のための行動規範」に準拠。 
・国内法令に基づき、必要な免許、許可等を管理当局から受け、操業区域、操業
期間、漁具・漁法、漁獲量、漁獲物等に係る規制を遵守。 
・国際的な管理が行われている漁業にあっては、地域漁業管理機関の定める資源 
管理措置を遵守。 
 

②：漁業 
・科学的な情報を踏まえた資源管理の目標を設定し、それを達成するための措置 
（対象資源の状況に応じた休漁、体長制限、漁具規制等）を計画的に実施。 
・非対象種や小型魚等の混獲を減らすための取組を行う。 
 

③：養殖業 
・水質、底質等に養殖漁場環境の改善目標を設定し、それを達成するための措置 
（漁場環境のモニタリング、養殖生産に関する記録の保持、餌飼料の適正使用、 
飼育密度又は活込数量の制限等）を計画的に実施。 
・水産医薬品以外の薬品の使用を禁止し、水産医薬品については、使用禁止期間 
等、法令を遵守し適正に使用。 
 

④：関係法令等に照らして適切に次の措置が講じられていることを確認する。 

持続可能性の「担保方法(2)」の確認方法(国産) 

「どのように」持続可能性の担保を確認できるか？ 



オリパラ水産調達コードにおける問題 

・評価の実施 
・科学的参照値 
・個体の大きさ 
・死亡率 
・科学的な助言 
・資源管理状況 
    等 

水産資源の状態 生態系への影響 

・絶滅危惧種 
・魚の廃棄 
・混獲 
・食物連鎖 
・生物多様性 
 
     等 

管理体制 

・IUU対策 
・管理システム   
・効果的運用 
・エコシステム 
  マネジメント
（EBM) 
 
    等 

特に不十分 

 「持続可能性」とする水準が低い 
 「何を調達してはいけないのか」の適切・明確な判断が不可能 
 「生態系への影響」を低減する対策が不十分 



• MSC 認証製品（天然魚）、ASC 認証製品（養殖魚）の調達 

 

上記で満たせないものは 

 

•  MSC、ASC認証取得水準を目指し、客観的に進捗確認が可能な漁業・ 
養殖業の改善プロジェクトを、NGO などのステークホルダーと協働し
て実施している生産者からの調達 

 

• 調達する可能性のある水産物について科学的かつ客観的な指標に基づき、 

  天然水産物：①資源状況、②海洋生態系と管理状況、③社会的影響 

  養殖水産物：①漁場の海洋生態系、②水質、③餌原料、④社会的影響 

 に関するアセスメントを行い、リスクの高い水産物の調達を避けること 

 

→ WWFでは上記のアセスメントを世界で行いリストを策定 

WWFジャパンの推奨する水産調達コード 

「海洋生態系保全」を含めた持続可能性を担保する必要性 




